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港湾分野における技術基準類の

国際展開方策に関する研究動向

港湾研究部 港湾施設研究室 室長 宮田 正史

管理調整部 港湾技術政策分析官 中野 敏彦

（キーワード） 港湾構造物、設計基準、ベトナム

１．はじめに

本研究は、アジア諸国等の発展途上国における技

術基準類に関する調査分析等を通じ、日本の港湾分

野における技術基準類をベースとして、国内の技術

基準類を相手国のニーズに応じてカスタムメイドで

きる手法に関して検討を行うものである。

２．技術基準の国際展開

今後も旺盛なインフラ需要が見込まれるアジア諸

国等、海外で日本企業がビジネス展開を有利に進め

られるようにするには、官民一体となったトップセ

ールスに加え、投資対象国におけるスタンダード獲

得のための取組等を推進する必要がある。しかし、

日本の港湾構造物の設計に用いる技術基準は、自然

条件、技術水準等の違いから、必ずしもそのまま対

象国の実情に適合するものではない。

そこで、日本の港湾設計基準をベースとして対象

国のニーズに応じたカスタムメイドを行う手法に関

して、これまで調査・検討の中で協力関係を構築し

てきたベトナムをパートナーとして、国土交通省港

湾局と連携し、港湾空港技術研究所等の協力も得な

がら、検討作業を進めている。

6

A国事情に合わせたカスタム
メイド（部分的な採用も含む）

D国事情・・・・・

ベトナム国の事情

B国事情・・・・・

国内基準
（旧基準等も含む）

図 対象国の事情に応じたカスタムメイド

平成26年3月にはベトナム・ハノイにおいて、国土

交通省とベトナム交通運輸省との間で「港湾施設の

国家技術基準の策定に関する協力に係る覚書」が署

名された。現在は、この覚書に基づき共同研究を進

めている。

３．日越共同研究の進捗状況

ベトナム側は、交通運輸省科学技術局と交通科学

技術研究所（ITST）がカウンターパートであり、日

越双方の学識経験者などの専門家を含めたワークシ

ョップを開催して定期的に意見交換を行っている。

今年度は、設計基準のうち、総則編、荷重・作用編、

材料条件編について議論し、基準素案を作成した。

主に議論されたのは、総則編では、設計供用期間と

構造物の重要度の考え方について、荷重・作用編で

は、波浪条件の設定や地震条件の設定について、材

料条件編では、鋼材やコンクリートの耐久性を考慮

した仕様についてなどであった。また、来年度は、

本研究の最終年度であり、基礎・地盤改良、ベトナ

ムでよく利用される防波堤・係留施設の構造形式に

特化した施設設計編を対象とした基準素案の作成、

及び全体取りまとめを予定している。

写真 ベトナムでのワークショップ

【参考】

1) 国総研資料 No.769

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0769.htm
2) 国総研資料 No.800

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0800.htm

写真

（写真ﾃﾞｰ
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けは不要）

写真

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要）

持続可能で活力ある国土・地域の形成 ×研究･技術基準原案の作成
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□ 非住宅建築物における外皮性能の新たな評価指標
住 宅 研 究 部
建 築 研 究 部

････ 119

○ 戦略的土地利用マネジメントのための土地適性評価プログラムの開発 都 市 研 究 部 ････ 120

□
都市における公共交通の利便性を評価する
「アクセシビリティ指標算出プログラム」の開発

都 市 研 究 部 ････ 121

○ 人口減少都市における郊外市街地の計画的縮退のシナリオ案と評価 都 市 研 究 部 ････ 122

○ 都市の計画的縮退・再編に向けた将来市街地像の簡易予測手法について 都 市 研 究 部 ････ 123

○ まちなかものづくり事業所の周辺騒音影響の事前評価ツールの開発 都 市 研 究 部 ････ 124

○
人口減少・高齢化社会への対応と都市再生への取り組みに関する
韓国国土研究院との研究協力

都 市 研 究 部 ････ 125

○ 港湾域に存在する浅場を活用した生物生息水域の創造の可能性
沿 岸 海 洋・
防 災 研 究 部

････ 126

○ 海岸における海洋プラスチックの滞留時間の計測と海岸清掃への活用
沿 岸 海 洋・
防 災 研 究 部

････ 127

○ 世界の最新の海事動向をつかむ 港 湾 研 究 部 ････ 128

○ 国際競争力強化を目指した港湾物流の動静分析と予測モデル開発 港 湾 研 究 部 ････ 129

○ 航空需要予測の高度化による航空政策企画立案の支援 空 港 研 究 部 ････ 130

○ 希少猛禽類の生息環境の評価と効率的なモニタリング技術の開発 防 基 セ ン タ ー ････ 131

○ 河川における土壌シードバンクを用いた外来植物の分布拡大抑制に関する研究 防 基 セ ン タ ー ････ 132
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○ 在来草本による緑化手法の検討 防 基 セ ン タ ー ････ 133

○ 街路樹再生による道路空間の快適化 防 基 セ ン タ ー ････ 134

○ 都市における生物多様性を保全する技術 防 基 セ ン タ ー ････ 135

○ 人口減少や都市の縮退等に対応した緑地計画技術 防 基 セ ン タ ー ････ 136

○ 土木施設の伝統工法を活かした歴史的風致の維持・向上 防 基 セ ン タ ー ････ 137

○ 市街地における再整備を通じた道路空間の質的向上 防 基 セ ン タ ー ････ 138

○ 電気自動車の走行中非接触給電技術 防 基 セ ン タ ー ････ 139

５. 仕事の進め方のイノベーション

○ 汚水処理施設 10 年概成を実現するためのコストキャップ型下水道計画 下 水 道 研 究 部 ････ 140

☆ 水理水文解析ソフトウェアプラットフォームの普及促進 河 川 研 究 部 ････ 141

○ スマホによる移動履歴情報を用いた移動手段判別手法の開発 道路交通研究部 ････ 142

○ 建築関連の技術基準原案作成等の取組み 建 築 研 究 部 ････ 143

○ 既存住宅の現況を表す建物情報モデル作成手法ガイドラインの提案 住 宅 研 究 部 ････ 144

○ WEB を活用したパーソントリップ調査に関する研究 都 市 研 究 部 ････ 145

○
施工の効率化に向けた空港アスファルト舗装表層の一層仕上がり厚さと
締固め度の関係の考察

空 港 研 究 部 ････ 146

○ 社会資本等の維持管理効率化・高度化のための情報蓄積・利活用技術 防 基 セ ン タ ー ････ 147

○ 地方公共団体における工事成績評定要領等に関する調査 防 基 セ ン タ ー ････ 148

○ 設計成果の品質確保に関する検討（詳細設計照査要領の改訂に向けて） 防 基 セ ン タ ー ････ 149

○ 施工パッケージ型積算方式の適用工種拡大について 防 基 セ ン タ ー ････ 150

○ 欧米先進諸国における交通関連公共事業の長期計画と予算 防 基 セ ン タ ー ････ 151

○ 直轄工事における入札・契約制度（総合評価方式）の改善 防 基 セ ン タ ー ････ 152

○ 事業促進ＰＰＰの導入効果等の検証 防 基 セ ン タ ー ････ 153

○ 調査・設計等業務の入札・契約制度の改善について 防 基 セ ン タ ー ････ 154

□ 技術提案・交渉方式に関するガイドラインについて 防 基 セ ン タ ー ････ 155

○ 人の移動情報の基盤整備及び交通計画への適用に関する取組み 防 基 セ ン タ ー ････ 156

○ 3 次元データモデルを用いた土木構造物管理の効率化 防 基 セ ン タ ー ････ 157

○ TS を用いた出来形管理の適用工種拡大 防 基 セ ン タ ー ････ 158

○ 電子地図や点群座標データなどの既存資源を活用した大縮尺道路地図の整備手法 防 基 セ ン タ ー ････ 159

災害時の TEC-FORCE 等専門家派遣及び技術支援活動状況 160

2013 年に発生した洪水被害に関する調査 河 川 研 究 部 ････ 162

ダムの総合点検における技術支援について 河 川 研 究 部 ････ 163

平成 26 年 8 月 20 日に広島市で発生した土砂災害における建築物被害調査 建 築 研 究 部 ････ 164

平成 26 年 11 月 22 日に発生した長野県北部を震源とする地震による
建築物の被害および周辺地盤の調査

住 宅 研 究 部
建 築 研 究 部

････ 165

国際研究活動について 166

この 1年の主な行事 169

国総研研究報告・資料・プロジェクト研究報告リスト 170

国総研の組織概要 172

アンケート

NILIM2015　国総研レポート 2015

- 14 -



執筆研究室別索引

＜執筆研究室別索引＞

所　　属 頁

企画部
企画課 160

国際研究推進室 166

管理調整部 技術情報課 90

下水道研究部
下水道研究室 42,43,79,80,140

下水処理研究室 93,94,106,107

河川研究部

河川研究室 44,45,81,82,83,108,141

海岸研究室 46,47,48,49,50,51

水循環研究室 52,53,54,109,141

大規模河川構造物研究室 81,84,85,163

水害研究室 53,74,162

土砂災害研究部
砂防研究室 ピックアップ① ,74,55,56

土砂災害研究室 ピックアップ① ,57

道路交通研究部

道路研究室 74,75,96,97,98,99,110,142

道路環境研究室 111,112,113,114

高度道路交通システム研究室 ピックアップ③ ,100,101,102,103

道路構造物研究部

橋梁研究室 ピックアップ② ,86

構造・基礎研究室 86,114

道路基盤研究室 86,87

建築研究部

基準認証システム研究室 58,60,61,143,164

構造基準研究室 62,63,165

防火基準研究室 ピックアップ④

環境・設備基準研究室 60,115,119

評価システム研究室 60,61,64

住宅研究部

住宅計画研究室 65,88,89,104,105,116,117,118,119,144

住宅ストック高度化研究室 63,89,144

住環境計画研究室 119

住宅生産研究室 104,165

都市研究部

都市計画研究室 66,67,68,120,122,123,124,125

都市施設研究室 121,122,123,125,145

都市防災研究室 66,67,125

都市開発研究室 67,122,123,124,125

沿岸海洋・
防災研究部

海洋環境研究室 126

沿岸防災研究室 69

危機管理研究室 70

沿岸域システム研究室 127

港湾研究部

港湾計画研究室 90,128

港湾システム研究室 129

港湾施設研究室 ピックアップ⑤ ,71

港湾施工システム・保全研究室 90

空港研究部

空港計画研究室 72,130

空港施設研究室 146

空港施工システム室 91

防災・メンテナンス 
基盤研究センター

建設システム課 92,139,147,148,149,150

建設経済研究室 73

建設マネジメント技術研究室 151,152,153,154,155

緑化生態研究室 131,132,133,134,135,136,137,138

メンテナンス情報基盤研究室 139,156,157,158,159

国土防災研究室 74,75,76,77,78

※部・センター付きの職員は所属部・センターの筆頭研究室等に記載。
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